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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 36,422 10.8 1,436 36.1 1,434 34.6 754 37.8
25年3月期 32,861 4.2 1,054 53.0 1,065 51.6 547 69.8

（注）包括利益 26年3月期 769百万円 （37.1％） 25年3月期 561百万円 （51.2％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 40.70 ― 13.5 6.0 3.9
25年3月期 29.53 ― 10.8 4.7 3.2

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 25,432 5,949 23.2 317.84
25年3月期 22,749 5,362 23.4 286.97

（参考） 自己資本 26年3月期 5,895百万円 25年3月期 5,323百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 1,568 △631 △56 6,165
25年3月期 913 △322 △53 5,285

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 37 6.8 0.7
26年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 37 4.9 0.7
27年3月期(予想) ― 0.00 ― 2.00 2.00 7.3

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,500 2.7 10 △51.8 10 △54.5 △30 ― △1.62
通期 35,000 △3.9 1,030 △28.3 1,030 △28.2 510 △32.4 27.50



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注） 詳細は、16ページ「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」及び17ページ「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に
関する注記事項（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 18,555,000 株 25年3月期 18,555,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 7,468 株 25年3月期 5,973 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 18,548,423 株 25年3月期 18,549,274 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 35,406 11.0 1,375 36.2 1,374 34.7 731 37.5
25年3月期 31,900 1.7 1,009 45.2 1,020 43.8 531 62.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 39.43 ―
25年3月期 28.67 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 25,001 5,986 23.9 322.76
25年3月期 22,490 5,292 23.5 285.34

（参考） 自己資本 26年3月期 5,986百万円 25年3月期 5,292百万円

2. 平成27年 3月期の個別業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監
査手続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があり
ます。 
なお、業績予想に関する事項については、決算短信（添付資料）の２ページをご覧下さい。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,050 1.5 10 25.3 △27 ― △1.46
通期 33,900 △4.3 1,000 △27.2 500 △31.6 26.96
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外景気の下振れが国内の景気に影響を与えるリスクはあるものの、政
府主導による経済諸施策の効果から消費税等の内需を中心として景気は回復傾向にあり、また企業の業績回復によ
る設備投資の持ち直し、雇用環境の改善が景気回復を確かなものとする期待があります。
道路建設業界におきましては、全国的な労務・施工要員不足や資機材価格の高騰等の懸念材料はあるものの、緊

急経済対策の本格的な執行により公共投資が増加するとともに、官需の刺激により民間需要も回復するという、好
循環の兆しが見え始め、堅調な推移となりました。
このような状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社をいう。以下同じ。）は、当期より「強靭な企業体質

の創造」をコンセプトに掲げた「新中期経営計画(26/3期～28/3期)」をスタートさせ、その事業戦略に基づいた諸
施策を推進し、事業量の確保と質の向上を図るとともに、市場性を捉えた投資・経営資源の配分を進め、利益確保
に努めてまいりました。
その結果、受注高は380億41百万円（前連結会計年度比14.2％増加）となりました。売上高は364億22百万円（前

連結会計年度比10.8％増加）、経常利益は14億34百万円（前連結会計年度比34.6％増加）、当期純利益は７億54百万
円（前連結会計年度比37.8％増加）となりました。
なお、「新中期経営計画」で掲げております新規事業の創出の一環として、平成25年10月より太陽光発電による売

電事業を開始しております。
「新中期経営計画」の詳細につきましては、平成25年４月公表の「新中期経営計画策定のお知らせ」をご参照く

ださい。
　
セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、報告セグメントの利益は売上総利益の数値であります。

　
　【建設事業】

建設事業におきましては、受注高は306億60百万円（前連結会計年度比13.7％増加）、完成工事高は290億21百万円
（前連結会計年度比9.5％増加）、セグメント利益は21億35百万円（前連結会計年度比26.3％増加）となりました。

当期の主な受注工事及び完成工事は、次のとおりであります。
　
　 主要受注工事

発注者 　工事名 工事場所

宮城県 大手埠頭荷捌地外災害復旧工事 宮城県

成田国際空港株式会社 Ａ５誘導路フィレット拡幅工事 千葉県

昭和飛行機工業株式会社 昭和の森ゴルフ練習場第２練習場営業対策工事 東京都

国土交通省中部地方整備局 平成25年度１号弥生町電線共同溝工事 静岡県

国土交通省九州地方整備局 東九州道(鹿屋～曽於)後迫地区(第２工区)舗装工事 鹿児島県
　
　 主要完成工事

発注者 　工事名 工事場所

東日本高速道路株式会社 道央自動車道岩見沢管内舗装補修工事 北海道

宮城県道路公社 仙台松市区(Ⅵ)舗装(７工区)工事 宮城県

国土交通省関東地方整備局 湾岸道路根岸舗装(その１)工事 神奈川県

三井不動産レジデンシャル株式会社 (仮称)ファインコート相模原上鶴間計画宅地造成工事 神奈川県

国土交通省近畿地方整備局 紀北東道路大藪地区他舗装工事 和歌山県

　
　【製造・販売事業】

建設用資材の製造・販売事業におきましては、売上高は73億81百万円（前連結会計年度比16.0％増加）、セグメン
ト利益は13億20百万円（前連結会計年度比1.1％増加）となりました。

　
　【その他】

その他におきましては、太陽光発電による売電事業の売上高は20百万円、セグメント利益は10百万円となりまし
た。（前連結会計年の売上はありませんでした。）
　
次期の見通しといたしましては、個人消費等に消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動はあるものの、経済諸

施策の効果が発現する中で、その影響も薄れ、景気は引き続き緩やかに回復していくことと思われます。
道路建設業界においては、労務費や資機材価格の高騰によるコスト上昇の懸念はありますが、前年度に引き続き

公共投資が業績を下支えして堅調な推移となることが期待されます。
このような状況を踏まえ、当社グループは、技術力やコスト競争力の向上と提案力の強化に努め、民間分野と製

造・販売事業の更なる拡大により、収益力の向上を図る所存であります。
なお、平成27年３月期の通期見通しとしては、売上高350億円、営業利益10億30百万円、経常利益10億30百万円、

当期純利益５億10百万円を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債、純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ26億83百万円増加して、254億32百万円となりました。

流動資産は同18億62百万円増加の204億73百万円、固定資産は８億20百万円増加の49億59百万円となりました。

資産の増加の主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の増加によるものであります。

流動負債は同17億５百万円増加の171億46百万円、固定負債は同３億90百万円増加の23億36百万円となりまし

た。

負債の増加の主な要因は、支払手形・工事未払金等の増加によるものであります。

当連結会計年度末の純資産は、当期純利益を７億54百万円計上したこと等により、59億49百万円となりました。

この結果、自己資本比率は23.2％となり、１株当たり純資産は317円84銭となっております。

② キャッシュ・フローの状況

営業活動では、税金等調整前当期純利益の計上により15億68百万円の資金の増加（前連結会計年度９億13百万

円の資金の増加）となりました。

投資活動では、有形固定資産の取得による支出等により６億31百万円の資金の減少（前連結会計年度３億22百

万円の資金の減少）となりました。

また、財務活動では、配当金の支払等により56百万円の資金の減少（前連結会計年度53百万円の資金の減少）

となりました。

これにより「現金及び現金同等物の期末残高」は、８億80百万円増加し、61億65百万円（前連結会計年度比

16.7％増加）となりました。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりであります。

第64期
平成23年3月

第65期
平成24年3月

第66期
平成25年3月

第67期
平成26年3月

自己資本比率 (％) 23.7 21.5 23.4 23.2

時価ベースの自己資本比率 (％) 13.7 15.5 15.8 15.7

債務償還年数 (年) ― 0.0 0.0 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ (倍) ― 1,145.0 1,065.4 1,766.6

※ 自己資本比率 ： 自己資本／総資産×100

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産×100

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、「期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）」により算出しております。

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

４．第64期の「債務償還年数（年）」及び「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は、営業キャッシュ・フローがマイ

ナスのため、記載を省略しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社の利益配分につきましては、業績の状況や長期的な事業発展のための内部留保の充実等を勘案しつつ、株主

の皆様へは、安定的な配当の継続とともに利益還元を積極的に行うことを基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、１株当たり２円を予定しております。

　なお、次期の期末配当につきましても、１株当たり２円を予定しております。

（４）事業等のリスク

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以

下のようなものがあります。なお、判断時点は当連結会計年度末におけるものです。

① 公共投資の動向

当社グループの主要事業である道路舗装事業は、公共投資への市場依存度が高く、その投資動向に売上高が

大きな影響を受けます。

② アスファルト価格の変動

調達資材のうち、輸入原油から製造され舗装原材料となるアスファルトは、原油と為替の市況により価格が

変動しますが、製品販売価格や請負代金に転嫁させることができない場合には、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

③ 建設現場の事故

建設事業は、その作業環境や作業方法の特性から他の産業に比べ事故発生率が高く、建設現場で労働災害や

公衆災害が発生した場合、その程度により建設業法上の監督処分（営業停止等）や公的発注機関の指名停止処

分の対象となったり、あるいは損害賠償を受ける等によって、業績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 取引先の信用リスク

取引先につきましては、取引金額、会社規模及び経営状況等が多種多様なため、取引に際しては事前に信用

調査等を入念に検討しておりますが、急激な事業環境の変化等により、取引先が信用不安に陥った場合には、

業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 自然災害のリスク

当社グループの事務所や工場所在地を含む地域で大規模な地震、津波、風水害等の自然災害が発生し事業継

続に深刻な支障をきたした場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社の企業集団は、三井住建道路株式会社（当社）、親会社、子会社２社により構成されており、建設事業を主な内

容とし、これに付帯する諸材料の製造・販売事業及びその他の事業を営んでおります。

　当社の企業集団の事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

　なお、セグメントと同一の区分であります。

区分 内容 主要な会社

建設事業 舗装工事、土木工事及び建築工事等に関す

る事業

当社、三井住友建設㈱、三道工業㈱、雁部

建設㈱

　 （会社数 計４社）
製造・販売事業 建設用資材の製造・販売に関する事業 当社

　 （会社数 計１社）
その他 売電事業及び不動産取引に関する事業 当社

　 （会社数 計１社）

以上の事業の系統図は、次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）経営の基本方針

当社は、経営理念として以下を掲げ、社会生活の基盤である道づくりをとおして環境との共生をはかりつつ快適

さを追及し、次代への発展を目指してまいります。

〔経営理念〕

１．高い技術力により、生活・産業基盤の整備事業を通じ、顧客満足度を高め、社会に貢献します。

１．効率経営に徹し、安定的収益の確保をはかり、株主価値の増大に努めます。

１．環境への負荷低減に努め、生活環境と自然の調和を大切にした事業活動を行います。

１．社員の能力が最大限発揮でき、働き甲斐のある会社を目指します。

１．企業市民として、公正かつ妥当な事業活動を行います。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、緩やかな成長を図りつつ、売上高経常利益率３％の確保を中期的目標として掲げ、企業価値向

上に努めてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループを取り巻く市場環境は、社会インフラの維持保全ニーズの高まりを背景に防災・減災等の公共投資

の増加が見込まれることに加え、新政権、日銀によるデフレ脱却への財政・金融政策等も相まって、景気回復への

動きが加速されることが期待されます。

このような環境下、当社グループは、「前中期経営計画(23/３期～25/３期)」で進めてきました『受注構造の変

革』と『収益構造の改革』を土台に、安定した企業体質の確立をめざし、セカンドステージとして新たに『強靭な

企業体質の創造』を掲げ平成25年４月に「新中期経営計画(26/３期～28/３期)」を策定致しました。

本計画は、景気の動向に左右されずに事業量の確保と質の向上を図るとともに、需要に即応した生産設備の維

持・増強を図り、収益構造改革をさらに深化させる一方、「三方よし」のサービスを営業精神とし、提案型・地域密

着型営業を推進するものであります。また、太陽光発電事業への参画をはじめとする新規領域への事業拡大をめざ

すなど、将来を見据えた成長戦略を展開してまいります。これら諸施策を着実に実践することにより、収益力の向

上と強固な財務基盤を構築し、「安定かつ持続可能な経営基盤の確立」に努めてまいります。

また、当社グループが長期継続的に成長するためには、事業を支える人材が必要であり、マネージメント教育を

はじめとした社員教育を充実させ、当社グループの成長とともに、当社グループ社員も成長できる企業体質の確立

を図ってまいります。

（４）対処すべき課題

「新中期経営計画」に掲げた諸施策を着実に実行し、「強靭な企業体質の創造」を図ることが、企業が生き残り、

成長を続けるために必要と考えております。

また、企業市民として、全社総力を挙げて震災復興支援に尽力することはもとより、安全・品質の確保やコンプ

ライアンスの徹底を実践し、公正妥当な事業活動を行うとともに、内部統制システムの充実に努めてまいります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,290 6,175

受取手形・完成工事未収入金等 ※3 11,985 13,160

販売用不動産 2 2

未成工事支出金 ※4 883 ※4 733

材料貯蔵品 120 132

繰延税金資産 222 172

その他 ※1 117 114

貸倒引当金 △11 △16

流動資産合計 18,610 20,473

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※1 2,901 ※1 3,192

機械及び装置 4,750 5,119

土地 ※1,2 2,485 ※1,2 2,514

建設仮勘定 ― 21

その他 374 388

減価償却累計額 △6,738 △6,634

有形固定資産合計 3,774 4,601

無形固定資産 168 158

投資その他の資産

破産更生債権等 25 22

繰延税金資産 6 8

その他 ※1 210 ※1 231

貸倒引当金 △46 △63

投資その他の資産合計 195 198

固定資産合計 4,138 4,959

資産合計 22,749 25,432
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※3 12,644 13,890

未払法人税等 530 597

未成工事受入金 910 1,208

完成工事補償引当金 31 32

賞与引当金 7 8

工事損失引当金 ※4 62 ※4 37

資産除去債務 1 ―

その他 1,252 1,372

流動負債合計 15,440 17,146

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 ※2 335 ※2 335

退職給付引当金 1,510 ―

退職給付に係る負債 ― 1,834

資産除去債務 72 83

その他 27 82

固定負債合計 1,946 2,336

負債合計 17,387 19,483

純資産の部

株主資本

資本金 1,329 1,329

資本剰余金 1,541 1,541

利益剰余金 2,350 3,068

自己株式 △0 △0

株主資本合計 5,220 5,938

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4 3

土地再評価差額金 ※2 97 ※2 97

退職給付に係る調整累計額 ― △144

その他の包括利益累計額合計 102 △43

少数株主持分 39 54

純資産合計 5,362 5,949

負債純資産合計 22,749 25,432
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 32,861 36,422

売上原価 ※1 29,864 ※1 32,956

売上総利益 2,996 3,466

販売費及び一般管理費 ※2,3 1,941 ※2,3 2,029

営業利益 1,054 1,436

営業外収益

受取利息 2 1

受取地代家賃 2 3

保険事務手数料 2 2

貸倒引当金戻入額 8 ―

雇用調整助成金 2 1

その他 5 3

営業外収益合計 25 11

営業外費用

支払利息 0 0

支払保証料 12 11

その他 1 1

営業外費用合計 14 13

経常利益 1,065 1,434

特別利益

固定資産売却益 ※4 6 ※4 2

投資有価証券清算益 2 ―

特別利益合計 9 2

特別損失

固定資産除却損 ※5 7 ※5 8

減損損失 ― ※6 2

特別損失合計 7 11

税金等調整前当期純利益 1,067 1,426

法人税、住民税及び事業税 549 608

法人税等調整額 △41 48

法人税等合計 508 656

少数株主損益調整前当期純利益 558 769

少数株主利益 11 15

当期純利益 547 754
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 558 769

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 △0

土地再評価差額金 ― 0

その他の包括利益合計 ※1 2 ※1 △0

包括利益 561 769

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 550 754

少数株主に係る包括利益 11 15
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,329 1,541 1,839 △0 4,710

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △37 　 △37

当期純利益 　 　 547 　 547

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 510 △0 510

当期末残高 1,329 1,541 2,350 △0 5,220

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2 97 99 ― 4,810

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △37

当期純利益 　 　 　 　 547

自己株式の取得 　 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
2 ― 2 39 41

当期変動額合計 2 ― 2 39 552

当期末残高 4 97 102 39 5,362
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,329 1,541 2,350 △0 5,220

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △37 　 △37

当期純利益 　 　 754 　 754

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― 717 △0 717

当期末残高 1,329 1,541 3,068 △0 5,938

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 4 97 ― 102 39 5,362

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △37

当期純利益 　 　 　 　 754

自己株式の取得 　 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△0 0 △144 △145 15 △130

当期変動額合計 △0 0 △144 △145 15 587

当期末残高 3 97 △144 △43 54 5,949

決算短信 （宝印刷）  2014年05月12日 15時14分 12ページ （Tess 1.40 20131220_01）



三井住建道路㈱(1776) 平成26年３月期 決算短信

－ 13 －

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,067 1,426

減価償却費 286 257

のれん償却額 5 ―

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） 133 ―

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） ― 179

賞与引当金の増減額（△は減少） 2 1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 6 1

工事損失引当金の増減額（△は減少） 7 △24

受取利息及び受取配当金 △3 △1

支払利息 0 0

固定資産売却損益（△は益） △6 △2

固定資産除却損 7 8

減損損失 ― 2

投資有価証券清算益 △2 ―

売上債権の増減額（△は増加） 237 △1,174

たな卸資産の増減額（△は増加） 26 138

その他の流動資産の増減額（△は増加） 45 △7

その他の固定資産の増減額（△は増加） 9 △18

仕入債務の増減額（△は減少） △730 1,244

未成工事受入金の増減額（△は減少） △86 298

その他の流動負債の増減額（△は減少） 329 △252

その他 0 13

小計 1,323 2,111

利息及び配当金の受取額 3 1

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △411 △543

営業活動によるキャッシュ・フロー 913 1,568

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3 △7

定期預金の払戻による収入 ― 3

定期積金の預入による支出 △3 △4

定期積金の払戻による収入 3 3

有形固定資産の取得による支出 △309 △607

有形固定資産の売却による収入 16 12

有形固定資産の除却による支出 △3 △9

投資有価証券の取得による支出 △0 △10

投資有価証券の清算による収入 3 ―

投資有価証券の償還による収入 ― 10

資産除去債務の履行による支出 △5 △1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 ※2 8 ―

その他 △29 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △322 △631
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16 △19

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △36 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー △53 △56

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 537 880

現金及び現金同等物の期首残高 4,747 5,285

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,285 ※1 6,165

決算短信 （宝印刷）  2014年05月12日 15時14分 14ページ （Tess 1.40 20131220_01）



三井住建道路㈱(1776) 平成26年３月期 決算短信

－ 15 －

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

　 すべての子会社を連結しております。子会社は、三道工業㈱、雁部建設㈱の２社であります。

　
２ 持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

　
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

　
４ 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

満期保有目的の債券

　償却原価法(定額法)

その他有価証券

　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

　時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産

販売用不動産

　個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

未成工事支出金

　個別法による原価法

材料貯蔵品

　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)

　当社は定額法、連結子会社は建物は定額法、建物以外は定率法によっております。

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)

　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　 ③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上してお

ります。

　 ③ 賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　 ④ 工事損失引当金

　当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上しております。
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　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用

処理しております。

　会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。

　 ③ 小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

度の見積もりは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、4,236百万円であります。

　(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　 (会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日)及び「退職給付

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日)を適用しております。(ただ

し、退職給付に関する会計基準第35項本文及び退職給付に関する会計基準の適用指針第67項本文に掲げられた定

めを除きます。)

　退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理

計算上の差異、未認識過去勤務費用及び未認識会計基準変更時差異を退職給付に係る負債に計上しました。

　退職給付に関する会計基準の適用については、退職給付に関する会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整

累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が144百万円計上されております。また、その他の

包括利益累計額が144百万円減少しております。

　なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

　 (未適用の会計基準等)

　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日)及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日)

　
　(1) 概要

　本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正され

たものです。

　(2) 適用予定日

　退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定です。

　(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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　 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

　 有形固定資産の減価償却方法の変更

　当社の有形固定資産の減価償却の方法については、建物及びリース資産を除き定率法を採用しておりましたが、

当連結会計年度より定額法に変更しております。

　当社は、道路建設業界の市場環境が新規建設から維持補修へと変化していることを踏まえ安定的かつ持続可能

な経営基盤の確立を目指して、当連結会計年度を開始年度とする新たな中期経営計画を策定しました。当該計画

を達成するために必須の設備投資として、主要な生産設備である合材工場等をはじめとする製造・販売事業に関

わる資産の大規模な更新と増強を計画しております。当連結会計年度以降の製品生産数量は安定すると期待され、

また、当該計画に基づく新たな設備については、急激な技術的・経済的陳腐化がないと予想されることから予定

耐用年数にわたって安定的に稼働することが見込まれています。

　このように、当該計画に基づく設備投資等を契機として当社の有形固定資産の減価償却方法を改めて見直した

結果、耐用年数にわたり均等に費用配分を行うことが、企業活動の実態をより適切に反映できるものと判断し、

定額法を採用することといたしました。

　この変更により、当連結会計年度の売上総利益が76百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ78百万円増加しております。

　 (表示方法の変更)

連結損益計算書関係

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険事務手数料」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度から区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた８百万円

は、「保険事務手数料」２百万円、「その他」５百万円として組み替えております。

　

　 (追加情報)

　 確定拠出年金制度への移行

　当社は、平成26年３月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度への移行を決定し「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用しております。

　本移行に伴い、マイナスの過去勤務費用が466百万円発生しており、発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を費用処理(費用の減額)しております。

(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

　(1) 下記の資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として担保に供しております。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

　その他(有価証券) 9百万円 ―百万円

　その他(投資有価証券) ― 9
　
　(2) 下記の資産は、借入金の担保に供しております。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

　建物・構築物 409百万円 449百万円

　土地 2,027 2,027

　その他(投資有価証券) 12 11

　計 2,450 2,489
　
　 （上記資産に対応する債務）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

　短期借入金 ―百万円 ―百万円
　

　上記資産については、期中の銀行借入取引のため担保に供しております。

　なお、建物・構築物及び土地に対しては、1,010百万円を極度額とした根抵当権を設定しております。
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※２ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(平成13年３月31日改正)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利

益に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日 平成13年３月31日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(平

成３年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁

長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△698百万円 △697百万円

　
※３ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

　受取手形 136百万円 ―百万円

　支払手形 9 ―

　
※４ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

45百万円 25百万円

(連結損益計算書関係)

※１ 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

61百万円 37百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　従業員給料手当 965百万円 994百万円

　退職給付費用 79 90

※３ 研究開発費

　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

68百万円 75百万円

　なお、前連結会計年度及び当連結会計年度の製造費用に含まれている研究開発費はありません。
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※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　機械及び装置 6百万円 2百万円

　その他 0 ―

　計 6 2

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　建物・構築物 3百万円 7百万円

　機械及び装置 4 0

　その他 0 0

　計 7 8

※６ 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

地域 主な用途 種類 減損損失

北海道札幌市 事業用資産 建物・構築物 2百万円

　当社グループは、原則として、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事業単位を

基準としてグルーピングしております。また、遊休資産についてはそれぞれ個別の物件毎にグルーピングしており

ます。

　上記資産については、建物の解体決議に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額及び解体費用を

減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物・構築物０百万円、解体費用２百万円であります。

　回収可能価額は、解体のため使用価値を零として算定しております。

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 3百万円 △0百万円

組替調整額 ― ―

税効果調整前 3 △0

税効果額 △1 0

その他有価証券評価差額金 2 △0

土地再評価差額金

税効果額 ― 0

その他の包括利益合計 2 △0
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 18,555,000 ― ― 18,555,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 5,309 664 ― 5,973

　 （変更事由の概要）

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取 664株

３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月24日
取締役会

普通株式 37 2.0 平成24年３月31日 平成24年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月27日
取締役会

普通株式 37 利益剰余金 2.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 18,555,000 ― ― 18,555,000

　
２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 5,973 1,495 ― 7,468

　 （変更事由の概要）

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取 1,495株

　
３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月27日
取締役会

普通株式 37 2.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月26日
取締役会

普通株式 37 利益剰余金 2.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日

　
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　現金預金 5,290百万円 6,175百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 3 7

預入期間が３ヶ月を超える定期積金 1 2

　現金及び現金同等物 5,285 6,165

　

※２ 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 株式の取得により新たに雁部建設株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株

式の取得価額と同社取得による収入（純額）との関係は、次のとおりであります。
　

　 百万円

流動資産 178

固定資産 8

のれん 5

流動負債 △127

少数株主持分 △28

雁部建設株式会社株式の取得価額 35

雁部建設株式会社現金及び現金同等物 △44

　差引：雁部建設株式会社取得による収入 8

　
当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達は短期の銀行借入によっておりま

す。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびに管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、受注審査規則による与信審査及び与信残高の管理等によってリスクの低減を図っております。ま

た、投資有価証券である株式は、主に営業上関係を有する企業の株式であり、市場価格変動リスクに晒され

ておりますが、四半期毎に時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。

　法人税、住民税(都道府県民税及び市町村民税をいう。)及び事業税の未払額である未払法人税等は、その

ほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。

　また、これら営業債務及び未払法人税等の金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グルー

プでは各社が月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

　
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合は合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注2)参照)。

　

　 前連結会計年度(平成25年３月31日)

　 (単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 現金預金 5,290 5,290 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 11,985 11,985 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

　① 満期保有目的の債券 9 9 0

② その他有価証券 17 17 ―

資 産 計 17,303 17,303 0

(1) 支払手形・工事未払金等 12,644 12,644 ―

(2) 未払法人税等 530 530 ―

負 債 計 13,175 13,175 ―

　
　 当連結会計年度(平成26年３月31日)

　 (単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

(1) 現金預金 6,175 6,175 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 13,160 13,160 ―

(3) 投資有価証券

　① 満期保有目的の債券 9 9 0

② その他有価証券 17 17 ―

資 産 計 19,362 19,362 0

(1) 支払手形・工事未払金等 13,890 13,890 ―

(2) 未払法人税等 597 597 ―

負 債 計 14,487 14,487 ―
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　 (注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

　 資 産

(1)現金預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2)受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格に

よっております。また、保有目的ごとの有価証券について定められた注記事項は、「有価証券関係」に記載

しております。

　

　 負 債

(1)支払手形・工事未払金等及び(2)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
　 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　 (単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

非上場株式 14 14

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産(3)②その他有価証券」には含めておりません。

　 (注3) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日の償還予定額

　 前連結会計年度(平成25年３月31日)

　 (単位：百万円)

１年以内
　１年超
　５年以内

　５年超
　10年以内

10年超

預金 5,282 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 11,985 ― ― ―

有価証券

　満期保有目的の債券（国債） 9 ― ― ―

合計 17,278 ― ― ―

　 当連結会計年度(平成26年３月31日)

　 (単位：百万円)

１年以内
　１年超
　５年以内

　５年超
　10年以内

10年超

預金 6,145 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 13,160 ― ― ―

投資有価証券

　満期保有目的の債券（国債） ― 9 ― ―

合計 19,305 9 ― ―
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(有価証券関係)

　 １ 満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

(単位：百万円)

種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
　国債 9 9 0

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

　国債 ― ― ―

　合計 9 9 0

当連結会計年度(平成26年３月31日)

(単位：百万円)
　

種類 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
　国債 9 9 0

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

　国債 ― ― ―

　合計 9 9 0

　 ２ その他有価証券

　 前連結会計年度(平成25年３月31日)

(単位：百万円)

種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの
　株式 17 10 6
連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの
　株式 ― ― ―

　合計 17 10 6
　

　 当連結会計年度(平成26年３月31日)

(単位：百万円)

種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの
　株式 17 10 6
連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの
　株式 ― ― ―

　合計 17 10 6
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(デリバティブ取引関係)

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に

際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がありま

す。

２ 退職給付債務に関する事項

百万円

(1) 退職給付債務 △2,203

(2) 未積立退職給付債務 △2,203

(3) 会計基準変更時差異の未処理額 157

(4) 未認識数理計算上の差異 534
(5) 連結貸借対照表計上額純額

　 ((2)＋(3)＋(4))
△1,510

(6) 退職給付引当金 △1,510
(注) 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

百万円

(1) 勤務費用 90

(2) 利息費用 35

(3) 会計基準変更時差異の費用処理額 78

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 46

(5) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)) 251
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2) 割引率

　 1.0％

(3) 数理計算上の差異の処理年数

　10年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理することとしております。)

(4) 会計基準変更時差異の処理年数

　提出会社においては、15年であります。

　なお、連結子会社の会計基準変更時差異は一括費用処理しております。
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

　連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

　当社は、平成26年３月に退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行することを決定しております。確定拠

出年金制度への移行は平成26年10月を予定しております。

　
２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

百万円

退職給付債務の期首残高 2,196

勤務費用 121

利息費用 21

数理計算上の差異の発生額 59

退職給付の支払額 △102

過去勤務費用の発生額 △466

確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 △0

退職給付債務の期末残高 1,830
(注) 当社は、退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行することにより、当連結会計年度において退職給

付債務が466百万円減少し、過去勤務費用が△466百万円発生しております。当該過去勤務費用は、改訂日よ
り発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理しており
ます。

　
(2) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

百万円

退職給付に係る負債の期首残高 7

退職給付費用 0

退職給付の支払額 △2

退職給付に係る負債の期末残高 4
　
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

百万円

勤務費用 121

利息費用 21

数理計算上の差異の費用処理額 65

過去勤務費用の費用処理額 △3

会計基準変更時差異の費用処理額 78

簡便法で計算した退職給付費用 0

確定給付制度に係る退職給付費用 285

確定拠出制度への移行に伴う損益 0
　

(4) 退職給付に係る調整累計額

　 退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は、次のとおりであります。

百万円

未認識数理計算上の差異 528

未認識過去勤務費用 △462

会計基準変更時差異の未処理額 78

合計 144
　
(5) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　 当連結会計年度末における数理計算上の計算基礎

割引率 1.0 ％
　
３ その他の退職給付に関する事項

　当連結会計年度における退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額

　(税効果控除前)は次のとおりであります。

百万円

退職給付債務の減少 △0

会計基準変更時差異の未処理額 △0

未認識数理計算上の差異 △0

未認識過去勤務費用 0
　また、確定拠出年金制度への資産移換額は０百万円であり、４年間で移換する予定です。なお、当連結会計年度
末時点の未移換額０百万円は未払金(流動負債の「その他」)、長期未払金(固定負債の「その他」)に計上しており
ます。
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(ストック・オプション等関係)

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 当社グループは、ストック・オプション等を行っておりませんので、該当事項はありません。

(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

繰延税金資産

　貸倒引当金 6百万円 23百万円

　退職給付引当金 539 602

　販売用不動産評価減 14 14

　その他 361 314

繰延税金資産小計 922 954

評価性引当額 △686 △763

繰延税金資産合計 235 191

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 2 2

　資産除去債務に対応する除去費用 4 7

繰延税金負債合計 6 9

繰延税金資産の純額 228 181

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当連結会計年度
(平成26年３月31日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

（調整）

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

1.5 1.5

　住民税均等割 3.4 2.4

　税率変更による期末繰延税金資産
　の減額修正

― 0.9

　税額控除 △0.5 △1.7

　評価性引当額 4.8 5.3

　その他 0.4 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.6％ 46.0％

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に交付され、平成26年４月１日以後に開始する連結会

計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用した法定実行税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異について、前連結会計年度の38.0％から35.6％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が12百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が12百万円増加しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、工事施工・製品販売などに応じて組織された部署を本店に置き、各部署は各事業に関する包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は「建設事業」及び「製造・販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、舗装工事、土木工事及び建築工事等の施工を行っております。「製造・販売事業」は、建設用

資材の製造・販売を行っております。
　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一

であります。報告セグメントの利益は、連結損益計算書の売上総利益ベースの数値であります。セグメント間の

内部売上高又は振替高は、主に製造原価に基づいております。

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社の減価償却の方法に

ついては、建物及びリース資産を除き定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より、定額法に変更して

おります。

これにより、「建設事業」のセグメント利益が11百万円、「製造・販売事業」のセグメント利益が55百万円、「そ

の他」のセグメント利益が８百万円それぞれ増加しております。
　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額建設事業

製造・
販売事業

計

売上高

外部顧客への売上高 26,495 6,365 32,861 ― 32,861 ― 32,861

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,374 2,374 ― 2,374 △2,374 ―

計 26,495 8,739 35,235 ― 35,235 △2,374 32,861

セグメント利益 1,691 1,305 2,996 ― 2,996 ― 2,996

セグメント資産 11,124 5,181 16,306 2 16,308 6,440 22,749

その他の項目

減価償却費 83 153 236 ― 236 49 286

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

69 166 235 ― 235 29 265

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産取引に関する事業を含んで
おります。

２ 調整額は、以下のとおりであります。
(1)セグメント資産の調整額は、セグメント間取引消去△0百万円、全社資産6,440百万円であります。全社資産

の主なものは、提出会社での余資運用資金(現金預金)及び管理部門に係る資産等であります。
(2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用49百万円であります。
(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産29百万円

であります。
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額建設事業

製造・
販売事業

計

売上高

外部顧客への売上高 29,021 7,381 36,402 20 36,422 ― 36,422

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,460 2,460 ― 2,460 △2,460 ―

計 29,021 9,841 38,863 20 38,883 △2,460 36,422

セグメント利益 2,135 1,320 3,455 10 3,466 ― 3,466

セグメント資産 12,478 5,529 18,007 349 18,357 7,074 25,432

その他の項目

減価償却費 81 118 199 8 207 49 257

　減損損失 2 ― 2 ― 2 ― 2

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

386 369 756 279 1,035 53 1,089

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業及び不動産取引に関する

事業を含んでおります。

２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント資産の調整額は、全社資産7,074百万円であります。全社資産の主なものは、提出会社での余資

運用資金(現金預金)及び管理部門に係る資産等であります。

(2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用49百万円であります。

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産53百万円

であります。

(関連情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　 セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１)売上高

　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２)有形固定資産

　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省略しております。
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

　 セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(１)売上高

　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２)有形固定資産

　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 4,508 建設事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　 重要性が乏しいため記載を省略しております。

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)及び

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

　 １ 関連当事者との取引

　 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

　 前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有 )
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
三井住友建設
株式会社

東京都
中央区

12,003 建設業
(被所有)

直接 53.7
工事の請負

舗装工事等
の請負

2,100

受取手形・
完成工事未
収入金等

1,097

未成工事
受入金

21

　 取引条件及び取引条件の決定方針等
舗装工事等の請負については、工事ごとに当社見積価格を提出し交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定し
ております。

　
　(注) 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で表示しております。

　 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

　
　 親会社情報

　 三井住友建設株式会社（東京証券取引所に上場）

　 当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有

(被所有 )
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
三井住友建設
株式会社

東京都
中央区

12,003 建設業
(被所有)

直接 53.7
工事の請負

舗装工事等
の請負

2,220

受取手形・
完成工事未
収入金等

945

未成工事
受入金

1

　 取引条件及び取引条件の決定方針等
舗装工事等の請負については、工事ごとに当社見積価格を提出し交渉のうえ、一般的取引条件と同様に決定し
ております。

　
　(注) 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で表示しております。

　 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

　
　 親会社情報

　 三井住友建設株式会社（東京証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 286.97円 317.84円

１株当たり当期純利益金額 29.53円 40.70円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

潜在株式がありませんので記載して

おりません。

同左

(注) 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１ １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

(平成25年３月31日)

当連結会計年度末

(平成26年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

(百万円) 5,362 5,949

普通株式に係る純資産額 (百万円) 5,323 5,895

差額の主な内訳 (百万円)

　少数株主持分 39 54

普通株式の発行済株式数 (株) 18,555,000 18,555,000

普通株式の自己株式数 (株) 5,973 7,468

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数

(株) 18,549,027 18,547,532

２ １株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益 (百万円) 547 754

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 547 754

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,549,274 18,548,423

　３ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。

　 この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が7.82円減少しております。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。
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５. 生産、受注及び販売の状況

当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

（１）受注実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日) 前年同期比(％)

建設事業(百万円) 30,660 13.7

製造・販売事業(百万円) 7,381 16.0

合計 38,041 14.2

(注) セグメント間取引については、相殺消去しております。

（２）売上実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日) 前年同期比(％)

建設事業(百万円) 29,021 9.5

製造・販売事業(百万円) 7,381 16.0

その他(百万円) 20 ―

合計 36,422 10.8

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　 ２．主な相手先別の売上高及び売上総額に対する割合は、次のとおりであります。

　 なお、前連結会計年度は売上高に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

会計年度 相手先 金額(百万円) 割合(％)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

― ― ―

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

国土交通省 4,508 12.4
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,054 5,796

受取手形 ※1,3 2,973 ※1 3,294

完成工事未収入金 ※1 7,474 ※1 8,043

売掛金 ※1 1,435 ※1 1,702

有価証券 ※2 9 ―

販売用不動産 2 2

未成工事支出金 922 727

材料貯蔵品 120 132

繰延税金資産 222 172

その他 102 146

貸倒引当金 △11 △17

流動資産合計 18,306 20,001

固定資産

有形固定資産

建物 ※2 1,948 ※2 2,138

減価償却累計額 △1,251 △1,249

建物（純額） 696 889

構築物 ※2 951 ※2 1,049

減価償却累計額 △702 △705

構築物（純額） 249 344

機械及び装置 4,742 5,108

減価償却累計額 △4,442 △4,334

機械及び装置（純額） 300 774

車両運搬具 21 17

減価償却累計額 △21 △17

車両運搬具（純額） 0 0

工具器具・備品 333 348

減価償却累計額 △296 △300

工具器具・備品（純額） 37 48

土地 ※2 2,479 ※2 2,507

建設仮勘定 ― 21

有形固定資産合計 3,763 4,586

無形固定資産

借地権 22 22

ソフトウェア 115 105

その他 29 30

無形固定資産合計 167 158

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 31 ※2 41

関係会社株式 56 56

従業員長期貸付金 25 23

破産更生債権等 25 22

繰延税金資産 6 8

その他 152 166

貸倒引当金 △46 △63

投資その他の資産合計 252 255

固定資産合計 4,184 4,999

資産合計 22,490 25,001
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(単位：百万円)
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※3 5,774 6,521

工事未払金 5,036 5,220

買掛金 1,699 1,946

未払金 230 406

未払費用 397 460

未払法人税等 517 581

未払消費税等 256 ―

未成工事受入金 905 1,140

預り金 298 230

完成工事補償引当金 31 32

工事損失引当金 62 37

資産除去債務 1 ―

その他 48 250

流動負債合計 15,258 16,828

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 335 335

退職給付引当金 1,503 1,685

資産除去債務 72 83

その他 27 82

固定負債合計 1,938 2,186

負債合計 17,197 19,015

純資産の部

株主資本

資本金 1,329 1,329

資本剰余金

資本準備金 541 541

その他資本剰余金 1,000 1,000

資本剰余金合計 1,541 1,541

利益剰余金

利益準備金 85 85

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,234 2,928

利益剰余金合計 2,319 3,014

自己株式 △0 △0

株主資本合計 5,190 5,884

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4 3

土地再評価差額金 97 97

評価・換算差額等合計 102 101

純資産合計 5,292 5,986

負債純資産合計 22,490 25,001
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高

完成工事高 25,521 28,004

製品売上高 6,378 7,381

売電事業売上高 ― 20

売上高合計 31,900 35,406

売上原価

完成工事原価 23,963 26,014

製品売上原価 5,069 6,060

売電事業売上原価 ― 9

売上原価合計 29,033 32,085

売上総利益

完成工事総利益 1,557 1,989

製品売上総利益 1,309 1,320

売電事業売上総利益 ― 10

売上総利益合計 2,867 3,321

販売費及び一般管理費

役員報酬 58 63

従業員給料手当 948 977

退職給付費用 78 88

法定福利費 160 168

福利厚生費 30 29

修繕維持費 12 7

事務用品費 58 45

通信交通費 166 179

動力用水光熱費 7 7

調査研究費 88 86

広告宣伝費 6 6

貸倒引当金繰入額 1 25

交際費 13 17

寄付金 1 1

地代家賃 71 73

減価償却費 31 31

租税公課 40 44

保険料 15 18

雑費 64 73

販売費及び一般管理費合計 1,857 1,945

営業利益 1,009 1,375
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業外収益

受取利息 2 1

受取地代家賃 3 3

保険差益金 0 1

保険事務手数料 2 2

貸倒引当金戻入額 8 ―

その他 5 2

営業外収益合計 23 10

営業外費用

支払利息 0 0

賃貸収入原価 1 1

支払保証料 10 9

その他 0 0

営業外費用合計 12 11

経常利益 1,020 1,374

特別利益

固定資産売却益 ※1 6 ※1 2

投資有価証券清算益 2 ―

特別利益合計 9 2

特別損失

固定資産除却損 ※2 7 ※2 8

減損損失 ― ※3 2

特別損失合計 7 11

税引前当期純利益 1,021 1,365

法人税、住民税及び事業税 531 586

法人税等調整額 △41 48

法人税等合計 489 634

当期純利益 531 731

決算短信 （宝印刷）  2014年05月12日 15時14分 37ページ （Tess 1.40 20131220_01）



三井住建道路㈱(1776) 平成26年３月期 決算短信

－ 38 －

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,329 541 1,000 1,541 85 1,739 1,825

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △37 △37

当期純利益 　 　 　 　 　 531 531

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 494 494

当期末残高 1,329 541 1,000 1,541 85 2,234 2,319

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △0 4,695 2 97 99 4,795

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △37 　 　 　 △37

当期純利益 　 531 　 　 　 531

自己株式の取得 △0 △0 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 2 ― 2 2

当期変動額合計 △0 494 2 ― 2 497

当期末残高 △0 5,190 4 97 102 5,292
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当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,329 541 1,000 1,541 85 2,234 2,319

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △37 △37

当期純利益 　 　 　 　 　 731 731

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 694 694

当期末残高 1,329 541 1,000 1,541 85 2,928 3,014

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △0 5,190 4 97 102 5,292

当期変動額 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △37 　 　 　 △37

当期純利益 　 731 　 　 　 731

自己株式の取得 △0 △0 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 △0 0 △0 △0

当期変動額合計 △0 693 △0 0 △0 693

当期末残高 △0 5,884 3 97 101 5,986
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　 該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 満期保有目的の債券

　 償却原価法(定額法)

　(2) 子会社株式

　 移動平均法による原価法

　(3) その他有価証券

　 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定)

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

　(1) 販売用不動産

　個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　(2) 未成工事支出金

　 個別法による原価法

　(3) 材料貯蔵品

　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　

３ 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　定額法

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しており

ます。

　(3) 工事損失引当金

　当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込

額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生

していると認められる額を計上しております。

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用並びに会計基準変更時差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用

処理しております。

　会計基準変更時差異は、15年による定額法により費用処理しております。
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５ 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗度の

見積もりは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、3,952百万円であります。

　

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未処理額の会計処理

の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　(2) 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

　

　(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

　有形固定資産の減価償却方法の変更

　当社の有形固定資産の減価償却の方法については、建物及びリース資産を除き定率法を採用しておりましたが、

当事業年度より定額法に変更しております。

　当社は、道路建設業界の市場環境が新規建設から維持補修へと変化していることを踏まえ安定的かつ持続可能

な経営基盤の確立を目指して、当事業年度を開始年度とする新たな中期経営計画を策定しました。当該計画を達

成するために必須の設備投資として、主要な生産設備である合材工場等をはじめとする製造・販売事業に関わる

資産の大規模な更新と増強を計画しております。当事業年度以降の製品生産数量は安定すると期待され、また、

当該計画に基づく新たな設備については、急激な技術的・経済的陳腐化がないと予想されることから予定耐用年

数にわたって安定的に稼働することが見込まれています。

　このように、当該計画に基づく設備投資等を契機として当社の有形固定資産の減価償却方法を改めて見直した

結果、耐用年数にわたり均等に費用配分を行うことが、企業活動の実態をより適切に反映できるものと判断し、

定額法を採用することといたしました。

　この変更により、当事業年度の売上総利益が76百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそ

れぞれ78百万円増加しております。

　
(表示方法の変更)

　損益計算書関係

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険差益金」及び「保険事務手数料」は、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度から区分掲記することとしております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた８百万円は、「保険

差益金」０百万円、「保険事務手数料」２百万円、「その他」５百万円として組み替えております。

　
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「賃貸収入原価」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、当事業年度から区分掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、

前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた１百万円は、「賃貸

収入原価」１百万円、「その他」０百万円として組み替えております。

(追加情報)

　確定拠出年金制度への移行

　平成26年３月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度への移行を決定し「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用しております。

　本移行に伴い、マイナスの過去勤務費用が466百万円発生しており、発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を費用処理(費用の減額)しております。
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(貸借対照表関係)

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりであります。

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

　受取手形 52百万円 11百万円

　完成工事未収入金 1,077 975

　売掛金 10 4
　
※２ 担保資産及び担保付債務

　(1) 下記の資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として担保に供しております。

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

　有価証券 9百万円 ―百万円

　投資有価証券 ― 9
　
　(2) 下記の資産は、借入金の担保に供しております。

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

　建物 312百万円 291百万円

　構築物 97 158

　土地 2,027 2,027

　投資有価証券 12 11

　計 2,450 2,489
　
　 （上記資産に対応する債務）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

　短期借入金 ―百万円 ―百万円
　

　上記資産については、期中の銀行借入取引のため担保に供しております。

　なお、建物、構築物及び土地に対しては、1,010百万円を極度額とした根抵当権を設定しております。

　
※３ 事業年度末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形を満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。

前事業年度
(平成25年３月31日)

当事業年度
(平成26年３月31日)

　受取手形 136百万円 ―百万円

　支払手形 0 ―
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(損益計算書関係)

※１ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　機械及び装置 6百万円 2百万円

　車両運搬具 0 ―

　計 6 2
　
※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

　建物 3百万円 7百万円

　構築物 0 0

　機械及び装置 4 0

　車両運搬具 0 ―

　工具器具・備品 0 0

　計 7 8

※３ 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

地域 主な用途 種類 減損損失

北海道札幌市 事業用資産 建物 2百万円

　当社は、原則として、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事業単位を基準とし

てグルーピングしております。また、遊休資産についてはそれぞれ個別の物件毎にグルーピングしております。

　上記資産については、建物の解体決議に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額及び解体費用を

減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物・構築物０百万円、解体費用２百万円であります。

　回収可能価額は、解体のため使用価値を零として算定しております。
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７．部門別受注高・売上高・次期繰越高

　

（１）工種別受注高・売上高比較表

年度別

区分

前事業年度

　(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当事業年度

　(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

比較増減

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

前期比

(％)

前 工

期 事
アスファルト舗装工事 6,207 74.2 6,422 75.7 214 3.5

繰 部
コンクリート舗装工事 361 4.3 365 4.3 4 1.2

越 門 土木工事 1,795 21.5 1,691 20.0 △104 △5.8

高 合計 8,364 100.0 8,479 100.0 114 1.4

工
アスファルト舗装工事 19,663 61.4 25,850 70.6 6,187 31.5

受 事
コンクリート舗装工事 1,475 4.6 1,574 4.3 98 6.7

注 部 土木工事 4,497 14.1 1,834 5.0 △2,662 △59.2

高 門 計 25,635 80.1 29,259 79.9 3,623 14.1

製品部門 6,378 19.9 7,381 20.1 1,002 15.7

合計 32,014 100.0 36,640 100.0 4,626 14.5

工
アスファルト舗装工事 19,448 61.0 23,761 67.1 4,313 22.2

売 事
コンクリート舗装工事 1,471 4.6 1,400 4.0 △70 △4.8

上 部 土木工事 4,601 14.4 2,842 8.0 △1,759 △38.2

高 門 計 25,521 80.0 28,004 79.1 2,483 9.7

製品部門 6,378 20.0 7,381 20.8 1,002 15.7

その他部門 ― ― 20 0.1 20 ―

合計 31,900 100.0 35,406 100.0 3,506 11.0

次 工

期 事
アスファルト舗装工事 6,422 75.7 8,510 87.4 2,088 32.5

繰 部
コンクリート舗装工事 365 4.3 539 5.6 173 47.4

越 門 土木工事 1,691 20.0 683 7.0 △1,007 △59.6

高 合計 8,479 100.0 9,733 100.0 1,254 14.8
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（２）発注者別受注高・完成工事高比較表

年度別

区分

前事業年度

　(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当事業年度

　(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

比較増減

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

前期比

(％)

前

期
官 公 庁 5,983 71.5 3,854 45.5 △2,128 △35.6

繰

越
民 間 2,381 28.5 4,624 54.5 2,242 94.2

高 計 8,364 100.0 8,479 100.0 114 1.4

受
官 公 庁 8,417 32.8 13,233 45.2 4,816 57.2

注

高
民 間 17,218 67.2 16,026 54.8 △1,192 △6.9

計 25,635 100.0 29,259 100.0 3,623 14.1

完

成
官 公 庁 10,545 41.3 9,930 35.5 △615 △5.8

工

事
民 間 14,976 58.7 18,074 64.5 3,098 20.7

高 計 25,521 100.0 28,004 100.0 2,483 9.7

次

期
官 公 庁 3,854 45.5 7,157 73.5 3,302 85.7

繰

越
民 間 4,624 54.5 2,575 26.5 △2,048 △44.3

高 計 8,479 100.0 9,733 100.0 1,254 14.8
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８．役員の異動

　役員の異動につきましては、平成26年２月27日、「代表取締役および役員の異動に関するお知らせ」にて発

表しております。

　なお、開示すべき事項が発生した際には、適切に開示いたします。

　 以 上
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